
書式第 12号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

令和 3年度 事 業 報 告 書

整」
=盤

墨」匿塾』型堕と生立 主とL主2塗二上圭 ■L壺乙昼

1 事業の成果

新型コロナウィルスの影響により従来の活動を制限せざるを得なかった。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【    】千円)

(2)その他の事業 (事業費の総費用 【    】千円)

疋 訳 に記 載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

支盃
対象者
範囲

支盃
対象者
人数

事業費
(千円)

活動実績なし

疋駅 に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費
(千円)



書式第 13号 (法第 28条関係)

令和 3年度 活動計算書 (その他事業が上登場合)

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人ソーシヤルビジネスサポー ト事務局

単位 :円
目 1静 躍ヨ

、】 睡 冒 l 蚕

正会員受取会費
賛助会員受取会費

受取寄附金
施設等受入評価益

受取補助金

その他目的を達成するために必要な事業収益
事業収益

受取利息

l jL整
】 経 常 用

1

給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

会議費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費
外注費

20,759
20,000
112.500

40,000

10,000

2103,259

役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費

消耗品費
水道光熱費
通信運搬費
地代家賃
旅費交通費
交際費

203.

203.1費  用

期  経  常 」: 1目  【A】 ― 【B】  ・ ・ ・① -203.

〕】 |1壼  1ロ ,収 昼

過年度損益修正益

外  収 計

澤 常
`

.■  用

災害損失

外  費 計

期  経  常 。②燿l i壼 1願| 【C】 ― 【D】

コ 当 00正 味 財 董 ■ ■ ■ Cl)十② -2田 .I

204_142

腱 菫 : 味 財 産 ■ ③ -0+⑤

コヨ 4ヽ rr・ 言 I†

当



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 3年度 貸借対照表

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人ソーシヤルビジネスサポート事務局

単位 :円 |

令  輌 小 計 ・ 合 計

現金預金

未収金

棚卸資産

車両運搬具

什器備品

ソフ トウェア

借地権

敷金

長期貸付金

883

【A】 資 産 合 計 ①+② 883

未払金

預 り金

長期借入金
退職給付引当金

204,142
-203.259

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 883

3‐‐・ _二_二」2」 .1

「
~研~¨ ~~~~~~~



16 28

令和 3年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人ソーシヤルビジネスサポー ト事務局

重要な会計方針
計算書類の作成は、PO法人会計基準 (2010年 7月 20日  2017年 12月 12日 最終改正

WO法人会計基準協議会)に よっています。
(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

(2)固定資産の減価償却の方法

(3)引 当金の計上基準
。退職給付引当金

引当金

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

(5)消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によつています。

2.事 業別損益の状況

その他目的を達成す

るために必要な事業 事業 事業 事業
事業部門計 管理部門 合計科 目

203259 203259
203259 203259

-203259 -203259

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益

経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費

給料手当

役員報酬
退職給付費用

福利厚生費

人件費計
(2)そ の他経費

会議費
旅費交通費
外注費
福利厚生費
消耗品費
水道光熱費
通信運搬費
地代家賃
交際費
支払手数料
その他経費計

経常費用計

当期経常増減額

内 容 金 額 算定方法

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳



4 使途等が制約 された寄附金等の内訳

使途等が制約 された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通 りです。

当法人の正味財産は   円ですが、その うち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約 されていない正味財産は   円です。

5.固 定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために
必要な事項

事業費と管理費の按分方法

7

8

Eコ:礎
=L誦

¬ :席セヨ内 容

合計

取 得 減 少

有形固定資産

車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産
敷金

合計

期首残 高 当 期 借 入 当期 板 済科

合計

科 目

計算書類に

計上 された
令額

内、役員と
の取引

活動計算書計

(貸借対照表)

内、近親看
及び支配法
人との取引

その他の事業に係る資産の状況



書式第 17号 (法第28条関係)

令和3年度 財産目録

事 業 報 告 用

特定非営利活励法人ソーシャルビジネスサポー ト事務局

単位 :円

現金預金
手元現金
ゆうちょ銀行○○人支店 普通預金 883

パ ソコン

ソフトウェア
オペレーションシステム
文書編集ソフト

【A】 資 産 合 計 ①+②

LI

未払金

源泉徴収税

長期借入金

職員

【B-1】 負 債 合 計 ③+④

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 883



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 3年度年間役員名簿 く前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

饉」
=劃

塑」匿整型塑生
=豊

生」墜豊塑室 堕丘
=」

L壺塾量

1 確認事項 (法第 20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

■以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)

■各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間
報酬 を受けた期間

(該 当者のみに記入)
氏   名

監 事

カサハラ  クニアキ 令和

令和

3年

5年

4月  1日

3月 31日

年 月

月

日

日年笠原邦明

９

“

⌒

t呈ヲ・監事
コハ

゛
ヤシ  ヤスタカ 令和

令和

3年

5年

4月  1日

3月 31日

年

年

月

月

日

日小林康孝

６
０

⌒

て電プ
・監事

フシ
゛
ワラ  トシヒロ 令和

令和

3年

5年

4月  1日

3月 31日

年

年

月

月

日

日藤原寿博

４

一
〔理朝
V

監事

ホリノウチ  ヒロエ 令和 3年

令和 5年

4月  1日

3月 31日

年  月  日

年  月  日堀之内弘恵

Ｅ
０

⌒

暖:ラ
ル監事

カワマタ  タミヒト 令和 3年

令和 5年

4月  1日

3月 31日

年  月  日

年  月  日川俣民人

6 t理葛
'ヽv〆

監事

ヤシ マサミコハ 令和 3年

令和 5年

4月  1日

3月 31日

年  月  日

年  月  日小林正己

7
⌒

鯉茸舞監事
カサハフ  ケイスケ 令和 3年

令和 5年

4月  1日

3月 31日

年  月  日

年   月   日笠原慶亮

8
⌒

理事責彗ヲ
ソ
゛
ウフ
゛
チ  タカシ 令和 3年

令和 5年

4月  1日

3月 31日

年 月

月

日

日年蔵淵毅之

9 理事・監事

年  月  日

年  月  日

年  月   日

年  月  日

10 理事 。監事

年  月  日

年   月   日

年  月  日

年  月  日



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係 )

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人2=」≧生』
`三

塑二塁 堕量
=_L壺

隆旦

氏   名

1
笠原邦明

2 小林圭一

3 鳥海重康

4 藤原寿博

5
小林正己

6 堀之内弘恵

7 川俣民人

□
蔵淵毅之

9 丸尾聖治

10
笠原慶亮

官島邦継

12 厚谷 浩


